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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第53期

第３四半期連結
累計期間

第54期
第３四半期連結
累計期間

第53期
第３四半期連結
会計期間

第54期
第３四半期連結
会計期間

第53期

会計期間

自 平成21年
４月１日

至 平成21年
12月31日

自 平成22年
４月１日

至 平成22年
12月31日

自 平成21年
10月１日

至 平成21年
12月31日

自 平成22年
10月１日

至 平成22年
12月31日

自 平成21年
４月１日

至 平成22年
３月31日

営業収益（千円）（注２） 4,746,3553,995,7421,444,0251,337,9036,251,647

経常損失（△）（千円） △450,277△228,437△266,905 △8,377 △703,411

四半期純利益又は四半期（当期）

純損失（△）（千円）
△1,624,91654,636△229,956△22,019△2,031,338

純資産額（千円） － － 12,584,90611,843,22211,893,140

総資産額（千円） － － 39,003,70434,129,49938,261,136

１株当たり純資産額（円） － － 1,026.58 996.39 997.30

１株当たり四半期純利益又は四半

期（当期）純損失（△）（円）
△139.40 4.87 △20.24 △1.96 △173.70

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益（円）（注３）
－ － － － －

自己資本比率（％） － － 29.90 32.77 29.26

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△803,304△1,419,203 － － △518,028

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
1,105,7801,861,308 － － △184,888

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△891,408△242,048 － － △608,782

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円）
－ － 6,213,2445,680,8435,492,943

従業員数（人）（注４） － － 485 408 466

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標の推移については記載して

おりません。

２．営業収益には、消費税及び地方消費税（以下「消費税等」という。）は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

４．従業員数には、嘱託及び歩合外務員等を含んでおります。
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２【事業の内容】

　当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

 

３【関係会社の状況】

　当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成22年12月31日現在

従業員数（人） 408  

（注）従業員数には、嘱託及び歩合外務員等を含んでおります。

(2）提出会社の状況

 平成22年12月31日現在

従業員数（人） 35  

（注）従業員数には出向社員及び嘱託を含んでおります。なお、出向社員を除いた従業員数は14名であります。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証券報

告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。　

　

２【経営上の重要な契約等】

当社は、平成22年12月15日開催の取締役会において、マネジメント・バイアウトの一環として行われる株式会社Ｊ

ＦＫ（以下、「公開買付者」といいます。）による当社普通株式に対する公開買付け（以下、「本公開買付け」といい

ます。）について賛同の意見を表明すること及び当社の株主の皆様に対し、本公開買付けへの応募を推奨することに

ついて決議し、その旨の意見表明をいたしました。

本公開買付の結果、公開買付者は、平成23年２月10日（決済日）に当社の普通株式10,589,022株を保有する事とな

り、総株主等の議決権に対する所有割合が50％超となるため、新たに当社の親会社及び主要株主である筆頭株主に該

当する事となりました。また、当社の主要株主である筆頭株主であった有限会社クラスターインベストメント（以下、

「クラスター」といいます。）及び主要株主であった二家勝明氏は、その保有する当社の普通株式の全てについて、本

公開買付けに応募し、平成23年２月10日（本公開買付けの決済の開始日）付で、クラスター及び二家勝明氏は、当社の

主要株主である筆頭株主及び主要株主に該当しない事となりました。

なお、当社は、本公開買付け後、以下の手続を実施する予定であり、これに伴い当社株式は上場廃止になる予定であ

ります。　

（1）平成23年３月を目途に開催予定の当社臨時株主総会及び普通株主による種類株主総会において、①当社におい

て普通株式とは別の種類の株式を発行できる旨の定款変更を行う事により、当社を会社法の規定する種類株式発

行会社とする事、②上記①による変更後の定款に対し、当社の全ての普通株式に全部取得条項（会社法第108条第

１項第７号に規定する事項についての定めをいいます。）を付す旨の定款変更を行う事、及び③当該全部取得条項

が付された当社の発行済普通株式の全て（当社が保有する自己株式は除きます。）の取得と引き換えに別の種類

の当社株式を交付する事を決議する予定であります。　

（2）上記（1）の各手続きが実行された場合には、当社の全ての普通株式に全部取得条項が付された上で、発行済普

通株式の全て（当社が保有する自己株式は除きます。）は当社に取得される事となり、当社の株主には、当該取得

の対価として当社の別の種類株式が交付される事になりますが、交付されるべき当該当社株式の数が１株に満た

ない端数となる株主に対しては、会社法第234条その他の関連法令の定めに従い、当該端数の合計数に相当する当

該当社株式を売却すること等によって得られる金銭が交付される事になります。　

　また、これらの手続きを行った後、平成23年６月を目途に、公開買付者を消滅会社、当社を存続会社として吸収合

併を行うことを予定しております。　
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３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）業績

　　当第３四半期連結会計期間（平成22年10月１日～平成22年12月31日）の当社グループの経営成績は、証券業が増収

となったものの、商品先物取引業が減収となった事から、営業収益は前年同期比7.3%減となる1,337百万円となりま

した。この結果、営業損失は104百万円（前年同期は382百万円の営業損失）、経常損失は８百万円（前年同期は266

百万円の経常損失）、四半期純損失は22百万円（前年同期は229百万円の四半期純損失）となりました。

　　なお、各セグメントの業績は以下のとおりです。　

　

　①　商品先物取引業

　　当第３四半期連結会計期間における国内商品先物市場は、市場流動性低下による相場の乱高下が嫌気され、個人

投資家が取引を手控えた事が主な原因となり、全国商品取引所出来高は8,025千枚と前年同期と比べ13.2%減少い

たしました。

　　当社グループにおきましては、上記市況の影響を大きく受け、商品先物委託手数料収入は前年同期比23.1%減とな

る624百万円となりました。また、自己売買損益は△23百万円（前年同期は△44百万円）となり、当第３四半期連

結会計期間の商品先物取引業収益は601百万円（前年同期比21.7%減）となりました。　

　　　

　②　証券業

　　当第３四半期連結会計期間における国内株式市場は、外国為替市場における円高ドル安の進行が一服した事など

から、日経平均株価は上昇に転じ、11月中旬には10,000円台の水準まで回復いたしました。

　　当社グループにおきましては、上記の市況の中、証券委託手数料収入が前年同期比16.0%増の605百万円となりま

した。また、証券自己売買損益が40百万円（前年同期比6.2%減）、金融収益が11百万円（同33.8%減）となり、当第

３四半期連結会計期間の証券業収益は661百万円（同13.7%増）となりました。　

　　　

　③　経営管理業

  　当第３四半期連結会計期間の経営管理業は、受取地代家賃が32百万円（前年同期比13.5%減）、その他営業収益

が２百万円（同44.5%増）となりました。

　

　④　その他

　　当第３四半期連結会計期間のその他売買損益は39百万円（前年同期比26.9%減）となりました。
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イ．当社グループの当第３四半期連結会計期間におけるセグメント別の営業収益は次のとおりであります。

１）商品先物取引業

区分

当第３四半期連結会計期間
(自　平成22年10月１日
　至　平成22年12月31日)

金額（千円） 前年同期比（％）

受取手数料 624,788 △23.1

売買損益 △23,279 －

その他 47 △90.9

合計 601,557 △21.7

　（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２）証券業

区分

当第３四半期連結会計期間
(自　平成22年10月１日
　 至　平成22年12月31日) 

 金額（千円）  前年同期比（％）

受取手数料 605,247 16.0

売買損益 40,121 △6.2

金融収支 11,367 △33.8

その他 4,829 －

合計 661,565 13.7

　（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３）経営管理業

区分

当第３四半期連結会計期間
(自　平成22年10月１日
　 至　平成22年12月31日) 

金額（千円） 前年同期比（％）

受取地代家賃 32,296 △13.5

その他営業収益 2,595 44.5

合計 34,891 △10.9

　（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

４）その他

区分

当第３四半期連結会計期間
(自　平成22年10月１日
　 至　平成22年12月31日) 

金額（千円） 前年同期比（％）

その他売買損益 39,889 △26.9

合計 39,889 △26.9

　（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。　
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ロ．当第３四半期会計期間末における当社グループの主要事業会社の財務比率は次のとおりであります。

１）当第３四半期会計期間末における日本ユニコム㈱の純資産額規制比率は次のとおりであります。

区分
当第３四半期会計期間末
(平成22年12月31日現在)

 資産計（千円）　　　　　　　　　　　　　　　（Ａ） 11,209,299

 負債計（千円）　　　　　　　　　　　　　　　（Ｂ） 8,336,240

 純資産額（千円）　　　　　　（Ｃ）＝（Ａ）－（Ｂ） 2,873,058

 市場リスク相当額（千円）　　　　　　　　　　（Ｄ） 119,030

 相殺によって、市場リスク相当額から減額したもの

（千円）　　　　　　　　　 　　　　　　　　　（Ｅ）
99,191

 取引先リスク相当額（千円）  　　　　　　　　（Ｆ） 350,391

 リスク相当額（千円）　　　　（Ｇ）＝（Ｄ）＋（Ｆ） 469,420

 純資産額規制比率（％）　　　　（Ｃ）／（Ｇ）×100 612.04

　（注）１．上記は商品取引所法第211条第１項の規定に基づき算出したものであります。

　　　　２．商品取引員である日本ユニコム㈱は、純資産額規制比率を商品取引所法第211条第２項に規定する比率以上に維

持しなければなりません。　

２）当第３四半期会計期間末における日産センチュリー証券㈱の自己資本規制比率は次のとおりであります。

区分
当第３四半期会計期間末
（平成22年12月31日）

　基本的項目（千円） 　資本合計　　　　 　　　　　　　　　　（Ａ） 5,934,666

　補完的項目（千円） 　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　（Ｂ） 58,711

 　その他有価証券評価差額金（評価益）等（千円）  26,160

 　金融商品取引責任準備金等（千円） 23,221

 　一般貸倒引当金（千円） 9,329

 　長期劣後債務（千円） －

 　短期劣後債務（千円） －

　控除資産（千円）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（Ｃ） 1,466,516

　固定化されていない自己資本（千円）（Ａ）＋（Ｂ）－（Ｃ）　　　（Ｄ） 4,526,862

　リスク相当額（千円） （Ｆ）＋（Ｇ）＋（Ｈ）　　　　　　　　　（Ｅ） 1,152,252

 　市場リスク相当額（千円）　　　　　　　（Ｆ） 154,609

 　取引先リスク相当額（千円）　　　　　　（Ｇ） 250,888

 　基礎的リスク相当額（千円）　　　　　　（Ｈ） 746,754

　自己資本規制比率（％）　　　　　　　　　　　　（Ｄ）／（Ｅ）×100 392.87

（注）１．上記は金融商品取引法第46条の６第１項の規定に基づき、「金融商品取引業者等に関する内閣府令」の定め

により決算数値をもとに算出したものであります。

２．金融商品取引業者である日産センチュリー証券㈱は、自己資本規制比率を金融商品取引法第46条の６第２項

に規定する比率以上に維持しなければなりません。

３．当第３四半期連結会計期間の市場リスク相当額の月末平均額は102,314千円、月末最大額は163,293千円、取

引先リスク相当額の月末平均額は266,379千円、月末最大額は305,971千円であります。
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(2）財政状態の分析

（総資産）

　当第３四半期連結会計期間末の総資産は34,129百万円となり、前四半期連結会計期間末に比べ969百万円の減少

となりました。これは主に、信用取引資産が1,113百万円減少した事等により流動資産が1,171百万円減少した事、

一方で長期差入保証金が236百万円増加した事等により固定資産が202百万円増加した事によるものであります。

　

（負債）

　当第３四半期連結会計期間末の負債の合計は22,286百万円となり、前四半期連結会計期間末に比べ969百万円の

減少となりました。これは主に、預り証拠金が403百万円減少した事や、信用取引負債が519百万円減少した事等に

よるものであります。

　

（純資産）

　当第３四半期連結会計期間末の純資産の部では、株主資本と評価・換算差額等の合計が11,185百万円と、前四半

期連結会計期間末と比べて２百万円の増加となりました。また、少数株主持分が２百万円の減少となり、純資産合

計は11,843百万円となりました。

　

(3）キャッシュ・フローの状況

　当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物の残高は5,680百万円となり、前四半期連結会計期間末

に比べ474百万円の増加となりました。

　なお、当第３四半期連結会計期間中における各キャッシュ・フローの状況は以下のとおりです。

　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当第３四半期連結会計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは460百万円の支出（前第３四半期連

結会計期間は411百万円の支出）となりました。これは主に、預り証拠金の増減額が△419百万円となった事等に

よるものであります。

　

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当第３四半期連結会計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは965百万円の収入（前第３四半期連

結会計期間は171百万円の収入）となりました。これは主に定期預金の増減額が900百万円となった事等によるも

のであります。

　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当第３四半期連結会計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは38百万円の支出（前第３四半期連結

会計期間は253百万円の支出）となりました。これは主に、長期借入金の返済による支出が39百万円となった事等

によるものであります。　

　

(4）対処すべき課題

当第３四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

　

(5）研究開発活動

該当事項はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありま

せん。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 50,000,000

計 50,000,000

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成22年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成23年２月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 12,920,340 12,920,340

大阪証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）　

単元株式数

100株

計 12,920,340 12,920,340 － －

　

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。　

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。　

　

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成22年10月１日～

平成22年12月31日
－ 12,920,340－ 2,753,500－ 1,954,522

　

（６）【大株主の状況】

大量保有報告等の写しの送付等がなく、当第３四半期会計期間において大株主の異動は把握しておりません。
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（７）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成22年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。 

①【発行済株式】

 （平成22年12月31日現在）

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 　普通株式   1,694,100 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式  11,222,900 112,229 －

単元未満株式 普通株式       3,340 － －

発行済株式総数 　        12,920,340 － －

総株主の議決権 － 112,229 －

　

 ②【自己株式等】

 （平成22年12月31日現在）

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

ユニコムグループホー

ルディングス株式会社

東京都中央区日本橋蛎

殻町１－38－11 
1,694,100 － 1,694,100 13.11

計 － 1,694,100 － 1,694,100 13.11

（注）当第３四半期会計期間末日現在の自己株式数は1,694,159株であります。

 

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成22年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高（円） 250 247 232 225 214 225 208 199 299

最低（円） 229 208 208 201 194 197 193 181 183

（注）最高・最低株価は、平成22年10月12日より大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）におけるものであり、そ

れ以前は株式会社大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ市場におけるものであります。

　

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　ただし、商品先物取引業固有の事項につきましては、社団法人日本商品取引員協会が定めた「商品先物取引業統一経

理基準」（平成５年３月３日付社団法人日本商品取引員協会理事会決定）及び「商品先物取引業における金融商品

取引法に基づく開示の内容について」（平成５年７月14日付社団法人日本商品取引員協会理事会決定）に準拠して

作成しております。 

　なお、前第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間

（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第３四半期連結

会計期間（平成22年10月１日から平成22年12月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成22年４月１日から

平成22年12月31日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平

成21年12月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表についてはあずさ監査法人による四半期レビューを受け、また、当第３四半期連結会計期間（平成22

年10月１日から平成22年12月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年12月31日

まで）に係る四半期連結財務諸表についは有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。

　なお、あずさ監査法人は、監査法人の種類の変更により、平成22年７月１日をもって有限責任 あずさ監査法人となっ

ております。　
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 ※1
 6,712,891

※1
 8,054,639

委託者未収金 37,341 156,861

保管有価証券 ※1
 775,222

※1
 826,936

金銭の信託 ※1
 5,160,858

※1
 5,571,198

トレーディング商品 43,507 －

商品有価証券等 39,957 －

デリバティブ取引 3,549 －

信用取引資産 ※1
 4,898,837

※1
 5,929,883

信用取引貸付金 3,949,871 5,073,648

信用取引借証券担保金 948,966 856,235

差入保証金 6,590,576 6,452,955

委託者先物取引差金 ※4
 563,303

※4
 895,300

短期貸付金 1,150,000 1,150,114

未収入金 31,437 109,078

その他 ※1
 699,978

※1
 785,105

貸倒引当金 △14,329 △13,731

流動資産合計 26,649,625 29,918,343

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 ※1
 2,909,333

※1
 3,110,058

減価償却累計額及び減損損失累計額 △1,005,501 △944,170

建物及び構築物（純額） 1,903,832 2,165,887

土地 ※1
 2,800,876

※1
 3,114,576

その他 1,553,406 1,573,958

減価償却累計額及び減損損失累計額 △1,145,189 △1,124,172

その他（純額） 408,217 449,785

有形固定資産合計 5,112,925 5,730,249

無形固定資産

ソフトウェア他 269,679 327,335

無形固定資産合計 269,679 327,335

投資その他の資産

投資有価証券 ※1
 794,894

※1
 989,969

出資金 234,848 239,273

その他 2,283,241 2,314,907

貸倒引当金 △1,215,716 △1,258,941

投資その他の資産合計 2,097,268 2,285,208

固定資産合計 7,479,873 8,342,793

資産合計 34,129,499 38,261,136
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（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

トレーディング商品 1,270 －

デリバティブ取引 1,270 －

信用取引負債 ※1
 4,492,104

※1
 5,520,708

信用取引借入金 3,431,996 4,215,800

信用取引貸証券受入金 1,060,107 1,304,907

短期借入金 － ※1, ※5
 606,322

1年内返済予定の長期借入金 ※1
 156,996

※1
 156,996

未払法人税等 28,630 44,452

賞与引当金 29,030 70,569

預り証拠金 6,889,793 8,159,749

預り証拠金代用有価証券 758,555 826,936

預り金 4,909,479 5,162,176

受入保証金 317,114 582,943

その他 603,855 540,261

流動負債合計 18,186,830 21,671,116

固定負債

長期借入金 ※1
 1,707,174

※1
 1,824,921

繰延税金負債 103,200 109,674

退職給付引当金 392,844 872,487

役員退職慰労引当金 397,688 397,688

負ののれん 699,865 800,706

その他 570,190 314,664

固定負債合計 3,870,964 4,320,142

特別法上の準備金

商品取引責任準備金 ※2
 205,261

※2
 228,844

金融商品取引責任準備金 ※3
 23,221

※3
 147,892

特別法上の準備金合計 228,482 376,737

負債合計 22,286,277 26,367,996

純資産の部

株主資本

資本金 2,753,500 2,753,500

資本剰余金 1,954,522 1,954,522

利益剰余金 8,091,474 8,141,513

自己株式 △1,630,004 △1,629,971

株主資本合計 11,169,492 11,219,564

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 16,121 △23,589

評価・換算差額等合計 16,121 △23,589

少数株主持分 657,608 697,166

純資産合計 11,843,222 11,893,140

負債純資産合計 34,129,499 38,261,136
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年12月31日)

営業収益

受取手数料 4,154,109 3,599,515

売買損益 363,894 215,160

その他 228,351 181,066

営業収益合計 4,746,355 3,995,742

営業費用 ※1
 5,402,898

※1
 4,535,591

営業損失（△） △656,543 △539,849

営業外収益

受取配当金 16,765 50,896

匿名組合投資利益 － 153,466

負ののれん償却額 140,196 115,965

その他 97,787 61,272

営業外収益合計 254,749 381,601

営業外費用

支払利息 35,581 36,121

為替差損 5,640 23,486

その他 7,262 10,582

営業外費用合計 48,484 70,190

経常損失（△） △450,277 △228,437

特別利益

商品取引責任準備金戻入額 14,304 23,583

金融商品取引責任準備金戻入 825 124,671

固定資産売却益 － ※2
 182,952

新株予約権戻入益 8,603 －

その他 785 75,258

特別利益合計 24,519 406,466

特別損失

投資有価証券評価損 26,524 56,108

固定資産除売却損 37,822 4,206

子会社株式売却損 1,059,186 －

減損損失 － ※3
 41,031

その他 138,198 30,325

特別損失合計 1,261,732 131,670

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△1,687,490 46,357

法人税、住民税及び事業税 16,592 12,802

法人税等還付税額 △29,978 －

法人税等調整額 △1,384 △1,384

法人税等合計 △14,770 11,418

少数株主損益調整前四半期純利益 － 34,939

少数株主損失（△） △47,802 △19,696

四半期純利益又は四半期純損失（△） △1,624,916 54,636
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：千円）

前第３四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成22年10月１日
　至　平成22年12月31日)

営業収益

受取手数料 1,334,669 1,230,036

売買損益 52,854 56,731

その他 56,501 51,135

営業収益合計 1,444,025 1,337,903

営業費用 ※1
 1,826,728

※1
 1,442,311

営業損失（△） △382,702 △104,408

営業外収益

受取配当金 589 14,424

負ののれん償却額 78,903 42,266

その他 50,352 50,069

営業外収益合計 129,845 106,760

営業外費用

支払利息 10,583 10,604

その他 3,463 126

営業外費用合計 14,047 10,730

経常損失（△） △266,905 △8,377

特別利益

商品取引責任準備金戻入額 24,797 －

投資有価証券売却益 － 10,412

新株予約権戻入益 8,603 －

その他 － 9,928

特別利益合計 33,401 20,341

特別損失

固定資産除売却損 7,358 2,200

子会社株式売却損 14,500 －

その他 824 29,135

特別損失合計 22,683 31,335

税金等調整前四半期純損失（△） △256,186 △19,372

法人税、住民税及び事業税 5,843 4,182

法人税等調整額 △461 △461

法人税等合計 5,381 3,720

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △23,093

少数株主損失（△） △31,612 △1,073

四半期純損失（△） △229,956 △22,019
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

△1,687,490 46,357

減価償却費 222,574 198,654

株式報酬費用 2,669 －

負ののれん償却額 △140,196 △115,965

貸倒引当金の増減額（△は減少） △3,841 △44,027

受取利息及び受取配当金 △44,257 △69,971

支払利息 35,581 36,121

為替差損益（△は益） 3,002 12,192

持分法による投資損益（△は益） △6,632 －

匿名組合投資損益（△は益） － △153,466

投資有価証券評価損益（△は益） 26,524 56,108

固定資産除売却損益（△は益） 37,822 △178,746

子会社株式売却損益（△は益） 1,059,186 －

減損損失 － 41,031

商品取引責任準備預金の増減額（△は増加） 12,398 23,324

商品取引責任準備金の増減額（△は減少） △14,304 △23,583

委託者未収金の増減額（△は増加） △89,814 160,925

委託者先物取引差金（借方）の増減額（△は増
加）

1,287,281 331,997

差入保証金の増減額（△は増加） △75,732 △207,034

金銭の信託の増減額（△は増加） 200,000 400,000

信用取引資産の増減額（△は増加） △432,035 1,031,045

信用取引負債の増減額（△は減少） 249,423 △1,028,604

未収入金の増減額（△は増加） 247,539 108,333

未収収益の増減額（△は増加） △11,329 36,013

預り証拠金の増減額（△は減少） △1,330,992 △1,286,622

未払金の増減額（△は減少） △116,074 50,708

預り金の増減額（△は減少） △217,688 △262,696

受入保証金の増減額（△は減少） △519,363 △265,829

その他 106,318 △293,694

小計 △1,199,430 △1,397,428

利息及び配当金の受取額 33,270 53,823

利息の支払額 △33,992 △35,830

法人税等の支払額 △104,877 △32,929

法人税等の還付額 501,725 15,161

訴訟和解金の支払額 － △22,000

営業活動によるキャッシュ・フロー △803,304 △1,419,203
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（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年12月31日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の増減額（△は増加） － 900,000

金銭の信託の解約による収入 4,438 10,340

有形及び無形固定資産の取得による支出 △206,725 △67,072

有形固定資産の売却による収入 13,129 685,751

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却によ
る収入

488,795 －

投資有価証券の売却及び償還による収入 302,836 16,970

貸付の回収による収入 1,750,794 725

貸付けによる支出 △1,250,000 －

投資事業組合及び匿名組合に係る収入 4,646 278,757

投資事業組合及び匿名組合に係る支出 △7,064 △6,156

その他 4,928 41,993

投資活動によるキャッシュ・フロー 1,105,780 1,861,308

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入による収入 200,000 2,300,000

短期借入金の返済による支出 △700,000 △2,300,000

長期借入金の返済による支出 △90,000 △117,747

自己株式の取得による支出 △148,182 △33

親会社による配当金の支払額 △118,559 △78,584

その他 △34,667 △45,683

財務活動によるキャッシュ・フロー △891,408 △242,048

現金及び現金同等物に係る換算差額 △1,806 △12,156

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △590,739 187,899

現金及び現金同等物の期首残高 6,811,640 5,492,943

連結除外に伴う現金及び現金同等物の減少額 △7,656 －

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 6,213,244

※1
 5,680,843
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

１．持分法の適用に関する事項の変更 （1）持分法適用関連会社の変更

前連結会計年度まで持分法適用関連会社であった㈱トレードビジョン

は、当社の影響力が低下したため、第１四半期連結会計期間より持分法適

用関連会社から除外しております。

（2）変更後の持分法適用関連会社　

該当事項はありません。　

　　　　

【表示方法の変更】

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

（四半期連結損益計算書）

１．「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用により、当

第３四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。　

２．前第３四半期連結累計期間において、営業外収益の「その他」に含めて表示しておりました「匿名組合投資利

益」は、重要性が増したたため、当第３四半期連結累計期間より区分掲記する事といたしました。なお、前第３四半期

連結累計期間の営業外収益「その他」に含まれる「匿名組合投資利益」は10,069千円であります。

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書）

１．前第３四半期連結累計期間において、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含めて表示してお

りました「匿名組合投資損益」は、重要性が増したため、当第３四半期連結累計期間より区分掲記する事といたしま

した。なお、前第３四半期連結累計期間の「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含まれる「匿名組

合投資損益」は△10,069千円であります。　

　

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

（四半期連結貸借対照表）

１．前第３四半期連結会計期間において、流動資産の「その他」に含めて表示しておりました「トレーディング商

品」は、重要性が増したため、当第３四半期連結会計期間より区分掲記する事といたしました。なお、前第３四半期連

結会計期間の流動資産「その他」に含まれる「トレーディング商品」は37,773千円であります。　

（四半期連結損益計算書）

１．「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用により、当

第３四半期連結会計期間では、「少数株主損益調整前四半期純損失（△）」の科目で表示しております。
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【簡便な会計処理】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

　法人税等並びに繰延税金資産及び繰延

税金負債の算定方法

　法人税等の納付税額の算定に関しては、加味する加減算項目や税額控除項目

を重要なものに限定する方法によっております。

　また、繰延税金資産の回収可能性の判断に関して、重要な企業結合や事業分

離、業績の著しい好転又は悪化、その他経営環境に著しい変化が生じ、又は、一

時差異等の発生状況について前連結会計年度末から大幅な変動があると認め

られる場合には、繰延税金資産の回収可能性の判断にあたり、財務諸表利用者

の判断を誤らせない範囲において、前連結会計年度末の検討において使用し

た将来の業績予測やタックス・プランニングに、当該著しい変化又は大幅な

変更による影響を加味したものを使用しております。

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

該当事項はありません。

　

【追加情報】

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

 （退職給付引当金）

連結子会社中１社は、第１四半期連結会計期間において、確定給付年金制度から確定拠出年金制度へ移行し、「退職

給付制度間の移行等に関する会計処理（企業会計基準適用指針第１号）を適用しております。なお、本移行に伴う損益

に与える影響額はありません。

また、当社及び連結子会社中１社は、平成22年11月１日に適格退職年金制度から確定給付企業年金制度へ移行し、

「退職給付制度間の移行等に関する会計処理（企業会計基準適用指針第１号）を適用しております。なお、本移行に伴

う影響額は算定中であり、合理的に見積もる事が困難であるため記載しておりません。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第３四半期連結会計期間末
（平成22年12月31日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

※１．担保に供している資産の内訳及び対応する債務の内

訳は、次のとおりであります。

イ．担保資産

※１．担保に供している資産の内訳及び対応する債務の内

訳は、次のとおりであります。

イ．担保資産

（担保資産の内訳）   

現金及び預金 1,800,000千円

預託金（流動資産「その

他」）

150,000 

建物及び構築物 757,115 

土地 1,359,411 

合計 4,066,526 

　また、上記の他に連結子会社である日産センチュ

リー証券㈱については次のとおりであります。

（担保資産の内訳）   

現金及び預金 3,200,000千円

預託金（流動資産「その

他」）

150,000 

建物及び構築物 772,572 

土地 1,359,411 

合計 5,481,983 

　また、上記の他に連結子会社である日産センチュ

リー証券㈱については次のとおりであります。

①　信用取引の自己融資見返り株券の時価

取引参加者保証金として差入 3,560千円

清算基金の担保として 233,347 

　合計 236,907 

①　信用取引の自己融資見返り株券の時価

取引参加者保証金として差入 3,620千円

清算基金の担保として 259,047 

　合計 262,667 

②　東京証券取引所清算基金担保として差し入れ

た投資有価証券の時価

　          38,178千円

③　日証金借証券担保として差し入れた投資有価　　

　証券の額

          59,700千円

②　東京証券取引所清算基金担保として差し入れ

た投資有価証券の時価

            41,810千円

③　日証金借証券担保として差し入れた投資有価　　

　証券の額

34,350千円

（対応する債務の内訳）   

１年内返済予定の長期借入金 156,996千円

長期借入金 1,707,174千円

信用取引借入金 3,431,996千円

（対応する債務の内訳）   

短期借入金 606,322千円

１年内返済予定の長期借入金 156,996千円

長期借入金 1,824,921千円

信用取引借入金 4,215,800千円

―――――――― （銀行から受けている保証額）

　連結子会社である日本ユニコム㈱については次の

とおりであります。

　 商品取引所法第179条第７項の

規定に基づく銀行等の保証によ

る契約預託額

1,000,000千円
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当第３四半期連結会計期間末
（平成22年12月31日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

ロ．預託資産 ロ．預託資産

連結子会社である日本ユニコム㈱において、取引

証拠金等の代用として、次の資産を㈱日本商品清算

機構へ預託しております。

連結子会社である日本ユニコム㈱において、取引

証拠金等の代用として、次の資産を㈱日本商品清算

機構へ預託しております。

保管有価証券 758,555千円

合計 758,555 

保管有価証券 826,936千円

投資有価証券 14,732 

合計 841,668 

また、上記の他に連結子会社である日産センチュ

リー証券㈱については次のとおりであります。 

①　差し入れた有価証券等の時価額 

また、上記の他に連結子会社である日産センチュ

リー証券㈱については次のとおりであります。

①　差し入れた有価証券等の時価額 

信用取引貸証券 1,224,941千円

信用取引借入金の本担保証券 3,421,975 

差入証拠金代用有価証券 3,136,516 

合計 7,783,433 

信用取引貸証券 1,461,955千円

信用取引借入金の本担保証券 4,301,012 

差入証拠金代用有価証券 3,257,798 

合計 9,020,766 

②　差入を受けた有価証券等の時価額 ②　差入を受けた有価証券等の時価額 

信用取引借証券 944,781千円

信用取引貸付金の本担保証券 3,951,638　

受入保証金代用有価証券 6,499,410 

合計 11,395,831 

信用取引借証券 875,636千円

信用取引貸付金の本担保証券 5,147,679 

受入保証金代用有価証券 7,971,823 

合計 13,995,139 

ハ．分離保管資産

商品取引所法第210条の規定に基づく委託者資産

保全措置を講じております。

ハ．分離保管資産

商品取引所法第210条の規定に基づく委託者資産

保全措置を講じております。

商品取引所法施行規則第98条第１項第４号に基づ

く委託者保護基金代位弁済保証額

 　　　　　　　　　　           600,000千円

なお、同法施行規則第97条第１項に基づき、連結

子会社が保全措置を講じなければならない資産の

額は、8,389千円であります。

商品取引所法施行規則第98条第１項第４号に基づ

く委託者保護基金代位弁済保証額

 　　　　　　　　　　　　　     600,000千円 

なお、同法施行規則第97条第１項に基づき、連結

子会社が保全措置を講じなければならない資産の

額は、39,155千円であります。

ニ．分別保管資産

金融商品取引法第43条の２の規定に基づいて所

定の金融機関に分別保管されている資産は、次のと

おりであります。

ニ．分別保管資産

金融商品取引法第43条の２の規定に基づいて所

定の金融機関に分別保管されている資産は、次のと

おりであります。

金銭の信託 5,100,000千円 金銭の信託 5,500,000千円

なお、連結子会社における当第３四半期連結会計

期間末現在の顧客分別金必要額は、4,978,994千円

であります。

なお、連結子会社における当連結会計年度末現在

の顧客分別金必要額は、5,378,965千円であります。

 

EDINET提出書類

ユニコムグループホールディングス株式会社(E03719)

四半期報告書

22/34



当第３四半期連結会計期間末
（平成22年12月31日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

※２．商品取引責任準備金

　　　商品先物取引事故による損失に備えるため、商品取引所

法第221条の規定に基づき、同施行規則に定める額を計

上しております。

※２．商品取引責任準備金

同左

※３．金融商品取引責任準備金

　　　有価証券の売買その他の取引又はデリバティブ取引等

に関して生じた事故による損失に備えるため、金融商

品取引法第46条の5第1項の規定に基づき計上しており

ます。

※３．金融商品取引責任準備金

同左

※４．委託者先物取引差金

　　　委託者の未決済玉を決済したと仮定して計算した委託

者の売買損相当額を、委託者に代わって取引所に立替

払いした金額であります。この金額は、すべての委託者

の各商品取引所の商品ごとに差損益金を算定したうえ

で、各商品取引所ごとに合計して算出したものであり

ます。

※４．委託者先物取引差金

同左

※５．当社及び連結子会社においては、運転資金の効率的

な調達を行うため取引銀行３行と当座貸越契約を締結

しております。当該契約に基づく当第３四半期連結会

計期間末の借入未実行残高は次のとおりであります。

当座貸越限度額の総額 3,165,000千円

借入実行残高 － 

差引額 3,165,000 

※５．当社及び連結子会社においては、運転資金の効率的

な調達を行うため取引銀行５行と当座貸越契約を締結

しております。当該契約に基づく当連結会計年度末の

借入未実行残高は次のとおりであります。

当座貸越限度額 3,665,000千円

借入実行残高 606,322 

差引額 3,058,677 
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（四半期連結損益計算書関係）

前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

※１．営業費用のうち主要な費目及び金額は次のとおりで

　　あります。

※１．営業費用のうち主要な費目及び金額は次のとおりで

　　あります。

従業員給与 1,946,568千円

賞与引当金繰入額 30,884 

退職給付費用 111,625 

減価償却費 222,574 

従業員給与 1,776,724千円

賞与引当金繰入額 35,160 

退職給付費用 80,708 

減価償却費 198,654 

２．　　　　　　　――――――――　 ※２．固定資産売却益　

　 　福利厚生設備の一部（土地及び建物）の売却によるも

のであります。　

　３．　　　　　　　―――――――― ※３．減損損失　

　 　当第３四半期連結累計期間において、以下の資産につい

て減損損失を計上しております。　

　
用途　 種類　 場所　

金額

（千円）　

遊休資産　 電話加入権　
東京都

中央区他　
41,031　

　 　資産のグルーピング方法は、事業用資産においては、事

業区分をもとに、概ね独立したキャッシュ・フローを生

み出す最少の単位ごとに、遊休資産においては、個別物件

単位ごとに減損損失の認識の判定及び測定を決定してお

ります。

　当該資産については、将来の利用が見込まれなくなった

ため、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額

41,031千円を減損損失として計上しております。

　なお、回収可能価額は正味売却価額により測定してお

り、正味売却価額は売却見込額等に基づき算定しており

ます。　

前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

※１．営業費用のうち主要な費目及び金額は次のとおりで

　　あります。

※１．営業費用のうち主要な費目及び金額は次のとおりで

　　あります。

従業員給与 692,538千円

賞与引当金繰入額 30,884 

退職給付費用 31,563 

減価償却費 91,757 

従業員給与 637,646千円

賞与引当金繰入額 35,160 

退職給付費用 27,311 

減価償却費 65,351 
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

※１．現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 

※１．現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 

（平成21年12月31日現在） （平成22年12月31日現在）

 （千円）

現金及び預金 8,218,104

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △1,730,000

商品取引責任準備預金 △274,860

現金及び現金同等物 6,213,244

 （千円）

現金及び預金 6,712,891

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △830,000

商品取引責任準備預金 △202,048

現金及び現金同等物 5,680,843

　

　

（株主資本等関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成22年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　

平成22年12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数

　普通株式　　　　　　12,920千株

２．自己株式の種類及び株式数

　普通株式　　　　　　 1,694千株

３．新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

４．配当に関する事項

　配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年３月24日

取締役会決議
　 普通株式 78,584 7 平成22年３月31日平成22年6月30日利益剰余金

　

（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間（自 平成21年10月１日　至 平成21年12月31日）及び前第３四半期連結累計期間

（自 平成21年４月１日　至 平成21年12月31日）

　当社グループは「投資・金融サービス業」として単一セグメントにて事業展開しており、当該事業以外に事業

の種類がないため該当事項はありません。

　

【所在地別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間（自 平成21年10月１日　至 平成21年12月31日）及び前第３四半期連結累計期間

（自 平成21年４月１日　至 平成21年12月31日）

　全セグメントの営業収益の合計に占める「本邦」の割合が90％を超えているため、所在地別セグメント情報の

記載を省略しております。　

　

【海外売上高】

前第３四半期連結会計期間（自 平成21年10月１日　至 平成21年12月31日）及び前第３四半期連結累計期間

（自 平成21年４月１日　至 平成21年12月31日）

　海外営業収益が、連結営業収益の10％未満のため、海外営業収益の記載を省略しております。　 

　

EDINET提出書類

ユニコムグループホールディングス株式会社(E03719)

四半期報告書

25/34



【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要　

　当第３四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年12月31日）及び当第３四半期連結会計期間

（自　平成22年10月１日　至　平成22年12月31日）

　当社の報告セグメントは、当社及び子会社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会

が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

　当社グループは、連結子会社において商品取引所法に基づく「商品先物取引業」及び金融商品取引法に基づく

「証券業」、そして当社において「経営管理業」を営んでおり、当該３事業を報告セグメントとしております。

　各報告セグメントの概要は以下のとおりです。

（1）商品先物取引業　

日本ユニコム株式会社において、商品取引所法に基づき国内の商品取引所に上場されている商品の受託業

務及び自己売買業務を行っております。　

（2）証券業　

日産センチュリー証券株式会社において、金融商品取引法に基づき有価証券の売買及び売買等の受託、有価

証券の引受け及び売出し、有価証券の募集及び売出しの取扱い等の証券業務を行っております。　

（3）経営管理業　

当社において、子会社に対する経営指導及び賃貸等不動産の管理業務等を行っております。　

　

２．報告セグメントごとの営業収益及び利益又は損失の金額に関する情報

当第３四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年12月31日）　

（単位：千円）　

 
報告セグメント

その他
（注）

合計商品先物
取引業　

証券業 経営管理業 計

営業収益       

外部顧客に対する営業収益 1,892,6401,853,650115,8333,862,124133,6173,995,742

セグメント間の内部営業収
益又は振替高

－ － 471,779471,779 － 471,779

計 1,892,6401,853,650587,6124,333,903133,6174,467,521

セグメント利益又は

損失（△）　
△277,756△346,653100,361△524,048△9,941△533,989

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業であり、プロップトレーディング事業を含んでおり

ます。

　

当第３四半期連結会計期間（自　平成22年10月１日　至　平成22年12月31日）　

（単位：千円）　

 
報告セグメント

その他
（注）

合計商品先物
取引業　

証券業 経営管理業 計

営業収益       

外部顧客に対する営業収益 601,557661,56534,8911,298,01439,8891,337,903

セグメント間の内部営業収
益又は振替高

－ － 154,867154,867 － 154,867

計 601,557661,565189,7591,452,88139,8891,492,771

セグメント利益又は

損失（△）　
△98,008△55,17752,054△101,131 883△100,247

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業であり、プロップトレーディング事業を含んでおり

ます。
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３．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な

内容（差異調整に関する事項）

当第３四半期連結累計期間（自平成22年４月１日　至平成22年12月31日）　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）　

利益 金額

報告セグメント計 △524,048

「その他」の区分の利益又は損失（△） △9,941

セグメント間取引消去 △5,859

四半期連結損益計算書の営業損失 △539,849

　

当第３四半期連結会計期間（自平成22年10月１日　至平成22年12月31日）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）　

利益 金額

報告セグメント計 △101,131

「その他」の区分の利益又は損失（△） 883

セグメント間取引消去 △4,160

四半期連結損益計算書の営業損失 △104,408

　　

４．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

　

（追加情報）

第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成21

年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号　平

成20年３月21日）を適用しております。　

　

（金融商品関係）

　当第３四半期連結会計期間末（平成22年12月31日）

　金融商品関係において、前連結会計年度の末日に比べて著しい変動は認められないため、記載を省略しておりま

す。

　

（有価証券関係）

　当第３四半期連結会計期間末（平成22年12月31日）

　有価証券関係において、前連結会計年度の末日に比べて著しい変動は認められないため、記載を省略しておりま

す。
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（デリバティブ取引関係）

　当第３四半期連結会計期間末（平成22年12月31日）

　対象物の種類が商品関連及び証券取引であるデリバティブ取引が、取引契約額その他の金額に前連結会計年度の

末日に比べて著しい変動が見られます。

　(1）商品関連

対象物
の種類

取引の種類 契約額等（千円）
契約額等のうち
１年超（千円）　

時価（千円） 評価損益（千円）

 商品先物取引     

 国内市場     

 農産物市場     

 売建 171,862 － 180,300 △8,437

 買建 － － － －

 貴金属市場     

　商品 売建 － － － －

 買建 149,560 － 148,560 △1,000

 石油市場     

 売建 194,740 － 208,545 △13,804

 買建 － － － －

 ゴム市場     

 売建 118,900 － 123,870 △4,970

 買建 － － － －

 国内市場計     

 売建 485,503 － 512,715 △27,212

 買建 149,560 － 148,560 △1,000

差引計 － － － △28,212

　（注）商品先物取引については、東京工業品取引所、東京穀物商品取引所の最終価格によっております。

 

(2）証券取引

対象物
の種類

取引の種類 契約額等（千円）
契約額等のうち
１年超（千円）

時価（千円） 評価損益（千円）

証券

　

オプション取引     

売建     

コール 2,803 － 486 2,316

プット 4,068 － 783 3,284

買建     

コール 609 － 199 △409

プット 1,313 － 715 △597

先物取引　 　 　 　 　

売建 1,578,390 － 1,562,130 16,260

買建 1,575,756 － 1,562,130 △13,626

差引計 － － － 7,228

　（注）時価は、主たる金融商品取引所が定める証拠金算定基準値段によっております。

　

（ストック・オプション等関係）

当第３四半期連結会計期間（自　平成22年10月１日　至　平成22年12月31日）

該当事項はありません。

　

（企業結合等関係）

　当第３四半期連結会計期間（自 平成22年10月１日　至 平成22年12月31日）

　該当事項はありません。　

　

（賃貸等不動産関係）

　当第３四半期連結会計期間末（平成22年12月31日）

　賃貸等不動産において、前連結会計年度の末日に比べて著しい変動が認められます。

　　四半期連結会計期間末の時価　　　1,135,231千円

　　四半期連結貸借対照表計上額　　　1,173,297千円
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第３四半期連結会計期間末
（平成22年12月31日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

１株当たり純資産額 996.39円 １株当たり純資産額 997.30円

（注）１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

純資産の部の合計額（千円） 11,843,222 11,893,140

純資産の部の合計額から控除する金額（千円） 657,608 697,166

（うち新株予約権） (－) (－)

（うち少数株主持分） (657,608) (697,166)

普通株式に係る四半期末（期末）の純資産額

（千円）
11,185,613 11,195,974

１株当たり純資産額の算定に用いられた四半期

末（期末）の普通株式の数（株）
11,226,181 11,226,317

２．１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額等

前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

１株当たり四半期純損失金額（△） △139.40円 １株当たり四半期純利益金額 4.87円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半

期四半期純損失金額
  

四半期純利益又は四半期純損失（△）（千円） △1,624,916 54,636

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

（△）（千円）
△1,624,916 54,636

普通株式の期中平均株式数（株） 11,656,784 11,226,266

   

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額   

四半期純利益調整額 － －

普通株式増加数（株） － －

 　　（うち新株予約権） － －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜

在株式で、前連結会計年度末から重要な変動が

あったものの概要

－ －
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前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

１株当たり四半期純損失金額（△） △20.24円 １株当たり四半期純損失金額（△） △1.96円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成22年10月１日
　至　平成22年12月31日)

１株当たり四半期純損失金額   

四半期純損失（△）（千円） △229,956 △22,019

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純損失（△）（千円） △229,956 △22,019

普通株式の期中平均株式数（株） 11,359,917 11,226,236

   

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額   

四半期純利益調整額 － －

普通株式増加数（株） － －

 　　（うち新株予約権） － －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜

在株式で、前連結会計年度末から重要な変動が

あったものの概要

－ －
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（重要な後発事象）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

１．当社株式に対する公開買付け及びその結果、並びに当社株式の非公開化について　

当社は、平成22年12月15日開催の取締役会において、マネジメント・バイアウトの一環として行われる株式会社ＪＦ

Ｋ（以下、「公開買付者」といいます。）による当社普通株式に対する公開買付け（以下、「本公開買付け」といいま

す。）について賛同の意見を表明すること及び当社の株主の皆様に対し、本公開買付けへの応募を推奨することについ

て決議し、その旨の意見表明をいたしました。

本公開買付の結果、公開買付者は、平成23年２月10日（決済日）に当社の普通株式10,589,022株を保有する事となり、

総株主等の議決権に対する所有割合が50％超となるため、新たに当社の親会社及び主要株主である筆頭株主に該当する

事となりました。また、当社の主要株主である筆頭株主であった有限会社クラスターインベストメント（以下、「クラス

ター」といいます。）及び主要株主であった二家勝明氏は、その保有する当社の普通株式の全てについて、本公開買付け

に応募し、平成23年２月10日（本公開買付けの決済の開始日）付で、クラスター及び二家勝明氏は、当社の主要株主であ

る筆頭株主及び主要株主に該当しない事となりました。

なお、当社は、本公開買付け後、以下の手続を実施する予定であり、これに伴い当社株式は上場廃止になる予定であり

ます。　

（1）平成23年３月を目途に開催予定の当社臨時株主総会及び普通株主による種類株主総会において、①当社において

普通株式とは別の種類の株式を発行できる旨の定款変更を行う事により、当社を会社法の規定する種類株式発行会

社とする事、②上記①による変更後の定款に対し、当社の全ての普通株式に全部取得条項（会社法第108条第１項第

７号に規定する事項についての定めをいいます。）を付す旨の定款変更を行う事、及び③当該全部取得条項が付され

た当社の発行済普通株式の全て（当社が保有する自己株式は除きます。）の取得と引き換えに別の種類の当社株式

を交付する事を決議する予定であります。　

（2）上記（1）の各手続きが実行された場合には、当社の全ての普通株式に全部取得条項が付された上で、発行済普通

株式の全て（当社が保有する自己株式は除きます。）は当社に取得される事となり、当社の株主には、当該取得の対

価として当社の別の種類株式が交付される事になりますが、交付されるべき当該当社株式の数が１株に満たない端

数となる株主に対しては、会社法第234条その他の関連法令の定めに従い、当該端数の合計数に相当する当該当社株

式を売却すること等によって得られる金銭が交付される事になります。　

　また、これらの手続きを行った後、平成23年６月を目途に、公開買付者を消滅会社、当社を存続会社として吸収合併

を行う事を予定しております。　

　

２．親会社の異動について　

ＪＦＫは、平成23年２月８日付で第三者割当増資を行い、クラスターが当該第三者割当増資を引き受け、クラスターの

ＪＦＫの総株主等の議決権に対する所有割合は99.89％となりました。これにより、クラスターは、平成23年２月10日付

で新たに当社の親会社に該当する事となりました。　　

 

（リース取引関係）

　リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じて処理を行っていますが、当第３四半期連結会計期間におけるリース取引残高は、前連結会計年

度末に比べて著しい変動が認められないため、記載しておりません。　

　

２【その他】

　(1)　決算日後の状況

特記事項はありません。

 

　(2)　訴訟

  現在、当社グループにおいては、重要なる訴訟事件として係争中（当社グループ各社が被告）のものが19件（訴

訟金額合計954百万円）ございます。当該訴訟事件は、商品先物取引、証券取引等において委託者又は顧客より損害

賠償請求の提訴を受けたものであります。当社グループとしましては、当該取引における全ての行為は、関連法令

・規則等を遵守したものであり、また取引の全てにおいて委託者の指示に基づいて公明・誠実に行われたことを

主張しております。しかしながら、結審に至るまでには相当の期間を要するものと思われ、現時点において結果を

予測するのは困難であります。

　また、当社は平成22年２月15日付で、株式会社ＩＳホールディングスに対して株式譲渡対価延払い分及びその利

息の合計1,041百万円並びに遅延損害金の支払いを求める訴訟を提起しており、現在係争中であります。　
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成22年２月10日

ユニコムグループホールディングス株式会社

取締役会　御中

あずさ監査法人

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 楠原　利和　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 羽太　典明　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているユニコムグループ

ホールディングス株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平

成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日ま

で）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フ

ロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独

立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。　

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ユニコムグループホールディングス株式会社及び連結子会社の平成21年

12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに

第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点にお

いて認められなかった。

追記情報

　重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成22年2月10日開催の取締役会において、自己株式の取得を決議した。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成23年２月14日

ユニコムグループホールディングス株式会社

取締役会　御中

有限責任 あずさ監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 楠原　利和　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 羽太　典明　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているユニコムグループ

ホールディングス株式会社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平

成22年10月１日から平成22年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年12月31日ま

で）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フ

ロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独

立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。　

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ユニコムグループホールディングス株式会社及び連結子会社の平成22年

12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに

第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点にお

いて認められなかった。

追記情報

　重要な後発事象に、ＭＢＯの実施、応募の推奨及び公開買付の結果、並びに、親会社の異動について記載されている。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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